○滝川地区広域消防事務組合消防職員服務規程

　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　昭和55年７月１日訓令第３号

改正　昭和59年５月７日訓令第２号　平成11年３月29日訓令第４号
平成元年３月29日訓令第４号　平成14年３月29日訓令第５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成６年４月１日訓令第１号　令和元年９月27日訓令第４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成９年３月27日訓令第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成９年12月29日訓令第５号

　滝川地区広域消防事務組合消防職員服務規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第５号）の全部を改正する。

　（趣旨）

第１条　滝川地区広域消防事務組合消防職員（以下「職員」という。）の服務については、別に定めがあるものを除くほか、この規程の定めるところによる。

　（職員の自覚）

第２条　職員は、消防の職務が火災その他の災害から地域住民の生命、身体及び財産を保護して、公共の福祉の増進にあることを自覚し、それぞれの職務を通じて、その使命達成に全力を挙げて専念しなければならない。

　（職務の遂行）

第３条　職員は、その職務を遂行するに当たっては、誠実に法令、条例、規則及び規程等に従い、職場の秩序を保持し、相互に人格を尊重し、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならない。

２　職員は、所管事務に精通し、主務者が不在であっても事務が停滞することのないよう努めなければならない。

３　職員は、所管外の事務についても、上司からの指示があるときはこれを処理し、相互に協力しなければならない。

　（規律及び結束）

第４条　職員は、常に規律を厳正に保持するよう努めるとともに、所属長（消防本部にあっては課長、消防署にあっては消防署長又は支署長をいう。以下同じ。）を中心として強固な結束を維持するように心がけなければならない。

　（職務の公正と迅速）

第５条　職員は、職務の執行にあたっては、親切公正を旨とし、冷静な判断により迅速にこれを行わなければならない。

　（品位の保持）

第６条　職員は、常に服装を清潔端正にし、礼儀を重んじ、疑惑を招く言動をつつしむ等、品位の保持に努めなければならない。

　（施設等の愛護節約）

第７条　職員は、公の施設及び物品の取扱いについては、周到な注意を払い、愛護節約に努めなければならない。

　（事故等の報告）

第８条　職員は、職務の内外を問わず発生した事故が職務に影響を及ぼし又は及ぼすおそれのあるときは、すみやかにその事実を上司に報告しなければならない。

　（命令及び報告の系統）

第９条　職務上の命令及び報告は、職制に従い順序を経てこれを行わなければならない。ただし、緊急の場合はこの限りでない。

　（意見具申）

第10条　職員は、職務に関し必要があると思われるときは、上司に対して建設的な意見を申し出て積極的に上司を補佐しなければならない。

　（申告）

第11条　職員は、任命、勤務替又は長期研修等を命ぜられたとき及びその他必要があるときは、消防長に申告するものとする。

　（秘密を守る義務）

第12条　職員は、職務上知り得た秘密に属する事項を発表し若しくは漏らし又は一般文書、帳簿、図面及び起案文書等を、所属長の許可を受けないで他人に閲覧させ若しくは謄写させ又は貸与してはならない。

２　所属長は、適正な理由と認めて前項の許可をしたときは、文書等閲覧記録簿（別記第１号様式）にこれを記録しておくものとする。

　（証人等の出頭）

第13条　職員が、公務に関し証人又は鑑定人等として裁判所又は検察庁等の呼び出しにより出頭するときは、所属長を経て消防長の承認を受けなければならない。

２　前項の規定により出頭をした職員は、証人等出頭報告書（別記第２号様式）により、これを消防長に報告するものとする。

　（勤務場所）

第14条　職員は、勤務時間中はみだりに所属の勤務場所を離れてはならない。

２　職員が外勤勤務を命ぜられたときは、外勤簿（別記第３号様式）にこれを記録しなければならない。

　（出勤）

第15条　職員は、定刻までに出勤し、所属長に出勤の確認を受けなければならない。

２　所属長は、職員勤務状況報告書（別記第４号様式）により職員の出勤状況を確認し、毎月分を翌月の５日までに消防長に報告しなければならない。

　（時間外勤務の命令）

第15条の２　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成13年滝川地区広域消防事務組合条例第２号。以下「勤務時間等条例」という。）第８条の規定による正規の勤務時間以外の時間における勤務（以下「時間外勤務」という。）の命令は、時間外勤務命令書（別記第４号様式の２）により行うものとする。

２　前項の命令を事前に受けることなく勤務し、又はその処理を怠った場合は、これを時間外勤務として取り扱わない。ただし、緊急の事件で前項の命令を受けるいとまがなく勤務した場合であって、事後追認を受けたときは、この限りでない。

３　所属長は、時間外勤務命令の命令をする場合は、予算の範囲内で行うよう努めなければならない。

  （年次有給休暇の時季の変更）

第15条の３　所属長は、勤務時間等条例第13条第３項ただし書の規定により請求された時季に年次有給休暇を与えることが公務の正常な運営を妨げると認めたときは、年次有給休暇時季変更通知書（別記第５号様式）により当該職員に通知しなければならない。

　（職務専念義務の免除の請求）

第16条　職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和47年滝川地区広域消防事務組合条例第10号）の規定により職務に専念する義務の免除の承認を受けようとする職員は、あらかじめ休暇簿（職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則（平成14年滝川地区広域消防事務組合規則第５号）別記第３号様式）に記入して請求しなければならない。

　（欠勤の届出）

第16条の２　職員は、欠勤しようとするときは、休暇簿によりあらかじめ所属長に届け出なければならない。

第17条　削除

　（出張の復命）

第18条　職員が出張し、公務を終え帰庁したときは、直ちに用務のてん末を旅行命令（依頼）票兼復命書（職員等の旅費に関する条例施行規則（平成11年滝川地区広域消防事務組合規則第３号）別記様式）により復命しなければならない。

　（履歴事項等の変更の届出）

第19条　職員は、次の各号に該当するときは、速やかに所属長を経て消防長に届出なければならない。

　⑴　改姓又は改名をしたとき。

　⑵　本籍又は住所を変更したとき。

　⑶　婚姻、縁組、離縁又は子の出生をしたとき。

　⑷　父母又は扶養親族が死亡したとき。

　⑸　公認の資格等を取得したとき。

　⑹　その他履歴事項に異動を生じたとき。

　（事務の引継ぎ）

第20条　職員が、退職、解職又は事務分掌替のため担当事務に異動を生じたときは、その担当事務につき、発令の日から３日以内に後任者又は代理者若しくは消防長の指定した者に引継ぎ、かつ、その要領を消防長に文書で報告しなければならない。

第21条　削除

第22条　削除

　（退職手続）

第23条　職員が退職しようとするときは、退職願を提出し、その許可があるまでは勤務に服さなければならない。

　（委任）

第24条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　　附　則

１　この訓令は、公布の日から施行する。

２　この訓令の施行の際、現に改正前の滝川地区広域消防事務組合消防職員服務規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令５号）の規定に基づいてなしたものは、この訓令の規定に基づきなされたものとみなす。

　　　附　則（昭和59年５月７日訓令第２号）

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成元年３月29日訓令第４号）

　この規程は、公布の日から施行し、平成元年１月８日から適用する。

　　　附　則（平成６年４月１日訓令第１号）

　この規程は、平成６年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成９年３月27日訓令第２号）

　この規程は、平成９年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成９年12月29日訓令第５号）

　この規程は、平成10年１月１日から施行する。

　　　附　則（平成11年３月29日訓令第４号）

　この規程は、平成11年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成14年３月29日訓令第５号）

　この規程は、平成14年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和元年９月27日訓令第４号）
　この規程は、令和元年７月１日から施行する。
